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1.組織の概要

事業所名 照栄建設株式会社

代表者名 代表取締役 冨永 一幹

所在地 本 社 〒811-1393 福岡市南区向新町2丁目5番16号

 ﾄﾞｩｰﾌﾟ事業部 〒814-0015 福岡市中央区白金1丁目1番5号ルクセール薬院 1階

 資材センター  〒811-1211 那珂川市今光6丁目25

環境管理責任者 代表取締役 冨永 一幹

担当者連絡先 総務部部長 岡冨 智明 TEL 092-566-1249

事業の内容 建築工事業 一級建築士事務所 宅地建物取引業

事業の規模 売上高 １５，８１１百万円（54期）

事業年度 6月～翌年5月

 

本 社
ドゥープ

事業部

資材

センター

従業員数

(人)
９６ ２ ５

床面積

(㎡)
1,950.85 94.15 511.85

２.認証・登録の対象組織・活動

事業所名 照栄建設株式会社

所在地  〒811-1393 福岡市南区向新町2丁目5番16号

対象事務所 本社、ドゥープ事業部、資材センター

活動  建築工事業 一級建築士事務所 宅地建物取引業

2



２.ＥＡ２１ 実施体制

代表者
冨永一幹

環境管理責任者
(代表者兼務)

営
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ＥＡ21推進事務局 ＥＡ21推進委員会
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２.ＥＡ２１ 実施体制

4

氏 名 所 属 役 割・責 任・権 限

冨 永 一 幹
代表者
環境管理責任者

経営における課題とチャンスの明確化、

全体統括、環境方針の設定、環境の取組みを実施する
ための経営資源の準備、全体の評価の見直し。
環境経営システムを構築、運用し、環境文書の制改定
責任者

岡 冨 智 明 ＥＡ２１推進事務局長
環境管理責任者を補佐し、環境経営システムの構築、
運用を図る。

廣 田 篤 史 ＥＡ２１推進事務局
ＥＡ２１文書及び記録類の作成・維持・管理
廃棄物管理

－ ＥＡ２１推進委員会
四半期に１回開催し、環境目標の達成状況及び環境活
動計画の実施状況を審議する。

和 智 広 一 経営企画部企画設計課 環境配慮型の設計を推進する。

豊 福 義 臣 常務取締役 建設資材について可能な限り再生品使用を推進する。

岩 﨑 秀 昭 工事部 廃棄物管理、化学物質管理

廣 田 篤 史 総務部
電力、水消費量の管理
建設現場の燃料（ガソリン、軽油、灯油）の管理

山 﨑 夢 子 総務部
事務用品の管理（環境に配慮した商品の推進）
車燃料（ガソリン、軽油）管理

各 部 門 長 －
ＥＡ２１推進のために、各部を総括し、部員（課員）
を指導する。

全従業員 －
環境経営計画の実施及び是正・改善
教育訓練計画の実施及び報告



３. 環境経営方針

照栄建設株式会社は、福岡都市圏を中心に建設事業を中核とした企業活動を通じて、良質

な社会資本を整備・形成し、生活環境の改善に貢献している。

一方、環境問題は地球規模でますます深刻化しており、当社の企業活動も環境への負荷

の上で行われている。

これらを環境問題の原点として捉え、地球環境との調和・共生を目指し、環境問題への

取組みを最重要課題として、全社一丸となって法令遵守のもと取組みを推進し、環境経営

を継続的に改善する。

１．企業活動に伴う環境への負荷を削減するために、社員教育等を実施し、環境問題へ

の取組みの重要性等の意識を向上させながら、次の取組みを行う。

① 車両、機械類のエコ運転に努め、燃料を削減し、ＣＯ２排出量を削減する。

② 事業所の電気の省エネルギーを推進して、ＣＯ２排出量を削減する。

③ 節水による水使用量を削減する。

④ 企画・設計段階で、地球環境および地域環境への配慮を行い、ライフサイクル

にわたる省エネルギー・省資源、ＣＯ２削減等をお客様に提案する。

⑤ 建設廃棄物の発生の抑制・削減・リサイクルを推進して、産業廃棄物の最終処

分量を削減する。

⑥ 建設資材は、可能な限り再生品を使用する。

⑦ グリーン購入法に適合した事務用品の購入を推進する。

⑧ 現場において、接着剤、塗料及び溶剤等の化学物質の適正管理に努める。

⑨ 生物多様性の保全と持続可能な利用のために県内産木材の使用に努める。

２．当社の企業活動において関連する環境関連法規等を遵守する。

３．地域社会との連携を図り、良き企業市民として環境保全活動を積極的に実施し、地

域環境の保全に貢献する。

改定日：２０２１年１０月１日

  

   照栄建設株式会社

   代表取締役 冨 永 一 幹
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環境目標 単位
該 当
事業所

2021～

2023

実 績

2024年度

目 標
2025年度

目 標
2026年度

目 標
2027年度

目 標

1
二酸化炭素排出量の

削減
 (売上金額億円比)

㎏-CO２
/億円

全 社 3,410.01 3,392.96
（△0.50%）

3,375.91
（△1.00%）

3,358.86
（△1.50%）

3,341.81
（△2.00%）

(1)
ガソリン・軽油

使用量の削減
(売上金額億円比)

L/億円 全 社 701.80 698.29
（△0.5%）

694.78
（△1.0%）

691.27
（△1.5%）

687.76
（△2.0%）

(2)
電気使用量の削減

(売上金額億円比)

kWh
/億円

全 社 3,709.36 3,690.81
（△0.5%）

3,672.27
（△1.0%）

3,653.72
（△1.5%）

3,635.17
（△2.0%）

本社等 1,262.47 1,256.16
（△0.5%）

1,249.85
（△1.0%）

1,243.53
（△1.5）

1,237.22
（△2.0%）

建設現場 2,446.89 2,434.66
（△0.5%）

2,422.42
（△1.0%）

2,410.19
（△1.5%）

2,397.95
（△2.0%）

2
水使用量の削減

(売上金額億円比)

㎥/億円

全 社 66.83 66.50
（△0.5%）

66.16
（△1.0%）

65.83
（△1.5%）

65.49
（△2.0%）

本社等 2.86 2.85
（△0.5%）

2.83
（△1.0%）

2.82
（△1.5%）

2.80
（△2.0%）

建設現場 63.97 63.65
（△0.5%）

63.33
（△1.0%）

63.01
（△1.5%）

62.69
（△2.0%）

3
省エネルギー・省資源・
CO２削減等の提案

（件数比）

％ 本社等 97.30 97.50
（0.21%）

97.70
（0.41%）

98.00
（0.72%）

98.30
（1.03%）

4
建設系廃棄物リサイク
ル率維持

％ 建設現場 93.37 90.00
（3.61%）

90.00
（3.61%）

90.00
（3.61%）

90.00
（3.61%）

5
建設資材の

再生品使用
(外構費における比率)

％ 建設現場 2.29 2.30
（0.44%）

2.31
（0.87%）

2.315
（1.09%）

2.32
（1.31%）

6 県内産木材の使用
(使用戸数比率)

% ドゥープ 60 62
（3.33%）

65
（8.33%）

68
（13.33%）

70
（16.67%）

7
環境保全活動の

継続的実施
回 全 社 27 28

（3.7%）

28
（3.7%）

29
（7.41%）

29
（7.41%）

目標設定に当たり、2021年度～2023年度実績の3か年平均を基準に設定する。購入電力の排出係数は九州電力「令和6年度
調整後排出係数0.475kg-CO2／kWh」を使用した。
25.07.01：資材センターは本社等に統合。4の目標を最終処分量(ｔ)の削減から建設系廃棄物リサイクル率維持(％)に変
更。（※本社等：本社、DOOP、資材センターを指す）
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５.環境経営計画

１）二酸化炭素排出量の削減

取 組 目 標
該 当
事業所

活 動 項 目

ガソリン・軽油使用料の削減
（エコドライブの実施）

全 社

ふんわりアクセル「ｅスタート」

アイドリングストップ

加減速の少ない運転

タイヤの空気圧をこまめにチェック

電気使用量の削減 全 社
スーパークールビズ・ウォームビズの実施

不要電気の消灯

２）水使用量の削減

取 組 目 標
該 当
事業所

活 動 項 目

節水活動の実施 全 社 節水活動の推進

３）省エネルギー・省資源・CO2削減等の提案

取 組 目 標
該 当
事業所

活 動 項 目

企画・設計段階での提案の実施 全 社 省エネルギー・省資源・ＣＯ２削減等の提案

４）廃棄物最終処分量の削減

取 組 目 標
該 当
事業所

活 動 項 目

建設系廃棄物リサイクル率維持
建 設
現 場

分別によるリサイクルの推進

５）建設資材の再生品使用

取 組 目 標
該 当
事業所

活 動 項 目

建設資材の再生品使用
建 設
現 場

建設資材の再生品使用の推進
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６）県内産木材の使用

取 組 目 標
該 当
事業所

活 動 項 目

県内産木材の使用 ドゥープ 県内産木材使用の推進

７）環境保全活動の継続的実施

取 組 目 標
該 当
事業所

活 動 項 目

地域清掃活動の実施 全 社

地域社会との連携を図り、良き企業市民とし
て環境保全活動を積極的に実施し、地域環境
の保全に貢献（毎月２回の地域清掃活動の継
続）

環境保全活動の取り組み

向新町町内会清掃（2025年9月7日実施）
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福岡県 さわやか道路美化活動（2025年10月18日実施）



６.環境経営目標の実績とその評価

環境目標 単位
2021年度～

2023年度

実 績

2025年度

目 標
2025年度

実 績
目標達成の

判定

二酸化炭素排出量
の削減

(売上金額億円比)

㎏-CO２ 3,410.01
3,375.91 3,483.20

△
削減率 1.00% 達成率 96.92%

水使用量の削減
(売上金額億円比)

㎥ 66.83
66.16 66.02

〇
削減率 1.00% 達成率 100.21%

省エネルギー・省資源・
CO２削減等の提案

（件数比）

％ 97.30
97.70 97.20

△
増加率 0.41% 達成率 99.49%

建設系廃棄物
リサイクル率維持

％ 93.37
90.00 97.30

〇
削減率 3.61% 達成率 108.11%

再生品使用 ％ 2.29
2.30 2.01

増加率 1.47% 達成率 87.39%

県内産木材の使用
（引渡し戸数比）

％ 60
65 77

〇
増加率   8.33% 達成率 118.62%

環境保全活動の継続的実
施

回 27
28 29

〇
増加率 3.70% 達成率 103.57%

エコアクション２１を運用した２０２５年度における目標に対する実績は次のとおりであった。

※2025年度目標の削減率並びに増加率は、2021年度～2023年度実績対比による。

●2025年度二酸化炭素排出量 550,734kg-CO2

①二酸化炭素排出量削減において、購入電力の排出係数は九州電力「令和6年度調整後排出係数0.475kg-CO2／kWh」を
使用して算出した。

②二酸化炭素排出量削減のために、LED電球の導入、窓ガラスの遮熱等継続的に取組んでいる。また、クールビズ・
ウォームビズに代わるものとして、2023年4月より業務において私服(軽装)着用を可能とし、営業系社員の私服着用も増
えている。売上金額億円比換算で目標未達成。要因は後述の大型物件の施工による使用量が増えたことと考えられる。

③ガソリン・軽油の使用量が前年比8.5％減少（全体）
ガソリン・軽油使用量においては前年度121,127.62 Lから今回110,746.38Lと10,381.24L減少(-8.5％）した。車両台数は

稼働台数101台から97台と4台減少した。現場ガソリンだけで見ると143.62L使用量が増加（+5.8％）していて、その要因
は大型物件の現場作業によるものである。売上金額億円比にすると目標達成。

④電気使用量は、事務所全体は前年比8.3％減少、建設現場は前年比17.1％増加
本社・ドゥープ事業部並びに資材センターの消費量は前年度186,723kWh、今回171,160kWhと15,563kWh使用量が減少

（-8.3%）。事務所使用量の減少要因としては、会社休日を６日増やし、会社が連続休業になる回数が増えたこと考えら
れる。建設現場においては大型物件（照葉・早良・博物館）の影響で前年度418,640kWhに対して今回490,480kWhと
71,840kWh使用量が増加（＋17.1%）した。売上金額億円比にすると目標未達成。

⑤水使用量は前年比で事務所は同等、現場は増加
本社・ドゥープ事業部並びに資材センターの使用量は前年度396㎥、今回402㎥と6㎥増加（＋1.5%）。要因としては

３月以降現場を終えて本社勤務となったことが工事部員が増えたことによる影響と思われる。建設現場における水消費量
は前年度8,799㎥、本年度10,037㎥と919㎥使用量が増加（＋14.0%）しており、その要因は大型物件（照葉・早良・博物
館）の現場作業によるものである。売上金額億円比にすると目標達成。

⑥対象戸数35戸に対して福岡県産耳納杉1戸、福岡県産檜を27戸に採用（27戸/35戸85％）。目標達成。
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７.環境経営計画の取組結果とその評価

２）水使用量の削減

取組対象
達成
状況

取組計画
実施
状況

評価（次年度の取組方向も含む）

ガソリン・軽油使用量の
削減
（エコドライブの実施）

○

ふ ん わ り ア ク セ ル
「ｅスタート」

○ 達成。

エコドライブは引き続き実施。

本社等の使用量は17.1％削減でき

た。現場でのガソリン使用につい

ては大型物件の影響で使用量が増

加（＋5.8％）

アイドリングストップ ○

加減速の少ない運転 ○

タイヤの空気圧をこま
めにチェック

○

電気使用量の削減 ×

クールビズ・ウォーム
ビズの実施

○

未達成。

クールビズや休み時間の消灯など
を行ない、本社等の事務所全体で
使用量前年比8.3%削減。会社休日

を６日増やし、会社が連続休業に
なる回数が増えたこと考えられる。
建設現場においては大型物件（照
葉・早良・博物館）の影響で前年
度使用量418,640kWhに対して、
今回490,480kWhと71,840kWh使
用量が増加（＋17.1%）した。

不要電気の消灯 ○

１）二酸化炭素排出量の削減

取組対象
達成
状況

取組計画
実施
状況

評価（次年度の取組方向も含む）

節水活動の実施 ○ 節水活動の推進 ○

達成。

本社等の事務所では節水の貼紙を行
なっている。現場においては大型物
件施工の影響もあり、使用量前年比
14.0%増加。売上額（億円比）では

環境目標を達成した引き続き、節水
活動を実施していく。

３）省エネルギー・省資源・CO2削減等の提案

取組対象
達成
状況

取組計画
実施
状況

評価（次年度の取組方向も含む）

企画・設計段階での提案
の実施

△
省エネルギー・省資
源・ＣＯ2削減等の提
案

○

未達成。
36件中35件が環境配慮型を採用
(97.2%)。採用にならなかったのは
テナント(S造)１件だった。
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７）環境保全活動の継続的実施

取組対象
達成
状況

取組計画
実施
状況

評価（次年度の取組方向も含む）

地域清掃活動の実施 ○
毎月２回の地域清掃
活動の継続

○

達成。

毎月２回の環境整備の実施に加え
て、環境保護活動として町内会清掃
６回、大橋駅前花壇の水遣りを２
回、那珂川市歩道草刈りを１回実施
した。次年度も継続して取り組んで
いく。

11

４）廃棄物の削減

取組対象
達成
状況

取組計画
実施
状況

評価（次年度の取組方向も含む）

建設系廃棄物リサイクル
率の維持

○
分別によるリサイク
ルの推進

○

達成。
再資源化率は前年度99.5％に対して
今年度97.3％と下がったが目標は達
成している。
（最終処分量は前年より285ｔ増加）

５）建設資材の再生品使用

取組対象
達成
状況

取組計画
実施
状況

評価（次年度の取組方向も含む）

建設資材の再生品の使用 ×
建設資材の再生品使
用の推進

○

未達成。
今回はプランの影響でAS舗装使用面

積が伸びず目標使用率を下回る結果
となった。

６）県内産木材の使用

取組対象
達成
状況

取組計画
実施
状況

評価（次年度の取組方向も含む）

県内産木材の使用 ○ 県内産木材の使用 ○

達成。
対象35戸中、福岡県産耳納杉を1
戸、福岡県産檜を27戸に採用（27
戸/35戸77％）。



12

８．環境経営計画に基づき実施した
取組内容

地域清掃活動

ゴミ分別細分化の徹底

紙の分別やペットボトルキャプを
集めて地域に貢献しています。
また回収容器を透明化することで
ごみ廃棄量の見える化を行ない
環境へ配慮しています。

大橋駅前花壇の清掃・水遣り
（2026年4月6日）

毎月1日と15日の環境整備

↑↑缶とペットボトルも分別

那珂川河川敷草刈り
（2026年2月16日）

キャップ回収
・持ち込み

キャップを
リサイクル

リサイクルの収益
で絵本やおもちゃ
を児童施設に寄付

集めたペットボトルキャップを大野城市の
クリーンみかささんへ持ち込み。クリーン
みかささんが集まったキャップをリサイク
ルしその収益で絵本などに変えて児童施設
に寄付されています。

分別したペットボトルキャップ



環境上の緊急事態の試行及び訓練

マイナビローカス

省エネ実施
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実施状況
（油圧パイプの損傷箇所下にオイルパンを設置）

実施状況
（緊急事態発生時の評議会）

節電のポスターの掲示や電気の一部消灯を実施。

1年間の取り組みを発表する部門プレゼン

福岡の高校生を対象に、建設業の

社会における役割を解説したり、
実際の定例打ち合わせに使うサンプ
ルなどを見てもらいながら仕事の
説明を実施。

自部門の業務にSDGsを結び付けて、取り組みを発表している部門もありました。



照栄草刈り隊 結成
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河川清掃・草刈り（都市高速道路下・那珂川河川敷・那珂川市県道）

地域の清掃活動で草刈り活動を行うメンバーを有志で結成。
福岡県で弊社が登録している河川愛護団体やさわやか道路美化促進活動をはじめ、
さまざまな活動を行なっています。



休耕地を活用した農業活動①
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JA福岡市さんが管理する休耕地を活用して、さつま芋とじゃがいもの栽培を行ないました。

作物栽培と収穫を行なうことで、農業の大切さについて理解を深めるとともに、社員の協
調・親睦融和を図ることを目的として活動しております。



休耕地を活用した農業活動②
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オーナー様が所有される休耕地を弊社がお借りして、2025年はお米作りに挑戦しました。

４月に休耕地のメンテナンス（不要物の除去や草刈り）して、６月には社員とその家族で
田植えを行ない、９月に収穫しました^^

9月 稲刈り当日の様子

6月 7月



適用される法規制等 要求事項
遵守
状況

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

一般廃棄物の処理 委託基準 ○

産業廃棄物の処理 処理の義務 ○

処理基準 ○

保管基準 ○

委託 ○

委託基準 ○

排出責任者 ○

多量排出事業者の義務 ○

産業廃棄物管理票の交付 ○

産業廃棄物管理票の写しの保存期間 ○

管理票交付者の報告書 ○

管理票の写しの送付を受けるまでの期間 ○

建設工事に伴い生ずる廃棄物の処理に関する例外 ○

投棄禁止 ○

焼却禁止 ○

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リ
サイクル法）

建設業等を営む者の責務 ○

分別解体等実施義務 ○

対象建設工事の規模の基準 ○

対象建設工事の届出・変更届出 ○

対象建設工事の届出に係る事項の説明等 ○

対象建設工事の請負契約に係る書面の記載事項 ○

再資源化等実施義務 ○

特定建設資材廃棄の再資源化等の完了報告義務及び記録
の作成、保存

○

資源の有効な利用の促進に関する法律（ラージリサイク
ル法）

事業者等の責務 ○

勧告及び命令に従うこと ○

騒音規制法
特定建設作業の事前届出 ○

規制基準の遵守 ○

振動規制法
特定建設作業の事前届出 ○

規制基準の遵守 ○

特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）
製品の長期使用、製品廃棄の際の適正な引渡、処理料金
の支払い

○

使用済自動車の再資源化等に関する法律
（自動車リサイクル法）

自動車所有者の責務 ○

使用済自動車の引渡義務 ○

再資源化預託金等の預託義務 ○

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律
（フロン排出抑制法）

第一種特定製品の適正管理 ○

フロンの引渡し ○

消防法

防火管理責任者の選任
消防計画の作成
訓練実施
点検・整備実施

○

労働安全衛生法 事業者の責務 ○

化学物質排出把握管理促進法ＰＲＴＲ法
化学物質等安全データシート（ＳＤＳ）の確認をして情
報を従業員他に周知

○
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当社の事業活動において法的義務を受ける主な環境関連法規は次のとおりである。

９．環境関連法規等の遵守状況の確認
及び評価並びに違反、訴訟等の有無

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律
（建築物省エネ法）

第一種特定建築物（床面積2,000㎡以上） ○

第二種特定建築物（床面積300㎡以上2,000㎡未
満）

○

その他建築物（新築・増築。改築） ○

２０２６年６月１５日に上記の環境関連法規等の遵守状況を確認・評価した結果、
違反はありませんでした。
また、関係機関等からの指摘、利害関係者からの訴訟もありませんでした。



１０．代表者による全体の評価と見直し・指示
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2025年は全世界において地震と局所的な集中豪雨によりによって多くの人が犠牲となった。日

本においては梅雨が短く、夏は猛暑。秋・冬と雨が少なく2026年初頭日本各地水不足となり、

計画断水が行われた。変わりゆく自然環境の変化に対し、個人と社会が協力して環境負荷を下

げるための努力が求められる。当社として社内書類のペーパーレス化とDXの強化に加え、自然

の恵みの素晴らしさを学ぶために、JA福岡市と共に休田を活用したさつま芋・ジャガイモ植

え・地域環境美化活動を社員と行ったことは、地球温暖化抑制の意識向上に大きく寄与した。

今後さらに地域と農の関わりとの中で我々が出来る地球環境保護をさらに推進していきたい。

2025年環境目標に対する実績を見た場合、電気は事務所が減少、現場は増加。水は事務所昨年

と同等、現場は増加。ガソリン・軽油の使用量が昨年より減少している。その要因として売り

上げと共に現場数と現場の大型化に加え、働き方改革における休日の増加と気候変動による影

響が推察される。引き続き大型物件に対応すべく目標値の設定を見直すことと、目標を達成で

きる環境を構築することが必要であると考え、今後一層の環境活動に取り組んでいきたい。
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